
３． 岐阜県における環境保全と地域貢献に向けた取組み

―可茂地域における農山村整備事業の事例―

棚橋 康人

木曽川沿いの中濃可茂地域は，自然環境の豊かな地域であ

る。岐阜県はこの地域のメインテーマを「環境」としており，

可児市の「世界一のバラ園」では，「愛・地球博」と連携して

「花フェスタ２００５ぎふ」を開催する。

本報では，可茂農山村整備事務所の環境保全事業から，「農

村環境パビリオン事業・送木地区」でのビオトープの創造と，

「棚田地域水と土保全基金事業・北山集落地区」での花植えに

よる棚田保全活動の２事例を紹介する。

いずれも，住民の結束力＝「地域力」を高揚し，地域への貢

献を具現化しつつある。NN事業の目指す一つの方向として，
自然や環境のために行動できる人を育成し，「地域力」として

高める取組みが必要であろう。

（農土誌７３―６，pp．１１～１２，２００５）
環境，ビオトープ，棚田地域水と土保全基金事業，住民

の結束力

４． 三重県における環境保全と地域貢献に向けた取組み

山本 周平

三重県においては，ため池等整備事業や経営体育成基盤整備

事業などの農業農村整備事業の実施に当たり，特に生態系に配

慮することを目的に地域住民，NPO，有識者などと協働し，
自然との共生を図る取組みについて紹介する。

（農土誌７３―６，pp．１３～１４，２００５）
希少種，環境保全，環境との調和，共生，協働
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小特集 東海地域における環境保全と地域貢献の取組み

特 集 の 趣 旨
農業土木学会大会講演会が東海地域で開催される本年，愛知県で２１世紀最初の万国博覧会である愛・地球博が開催される。愛・

地球博では，メインテーマに「自然の叡智」，サブテーマに「循環型社会」を掲げ，環境に配慮した会場づくり，環境先進技術，
廃棄物の削減・再利用，自然とのふれあい・環境学習など，幅広い環境への取組みが行われている。
科学技術が飛躍的に進歩，発展した２０世紀，その典型的な発展を遂げたわが国において，「ものづくり先進地」として，わが国

の産業界を牽引する地域が，愛知県を中心とした東海地域である。農業土木の分野でも，愛知用水など戦後いち早く大規模な水源
開発が行われ，その後もパイプライン化，圃場整備が進められ，わが国有数の先進農業地帯となっている。また，洪水常襲地帯で
あった濃尾平野の都市化，混住化が進む中，湛水防除や地盤沈下対策は，都市部も含め地域に多大な貢献をしてきた。
科学技術の進歩は，一方でさまざまな環境問題を引起こしており，あらゆる分野において環境への取組みが行われている。東海

地域における農業農村整備の課題は，これまで整備された土地改良施設の維持保全対策であるが，環境に対する取組みが全人類的
に取組まれている現在，土地改良施設の更新整備に際しても，環境との調和が重要となっている。また，都市化，混住化が一層進
んだ本地域において，土地改良施設がどのように地域に貢献し，また地域から理解されるかも大きな課題である。
本特集は，大会関連特集として，東海地域における環境，地域に貢献する土地改良施設，農業農村整備事業について特集いたし

ます。

１． 愛・地球博と愛知県における環境配慮への取組み

栗本 浩・河村 明彦

２００５年は，２０年近く地域の総力を挙げて取組んできた万博が

大きく花開き，「自然の叡智」をテーマにして，２１世紀最初の

万博にふさわしく，大規模な環境影響評価，自然環境に配慮し

た会場整備など環境へ大きな配慮を行ったうえ実施されてい

る。

万博開催県の愛知県としては，環境・エネルギー問題や社

会・経済のグローバル化の進展など，地球的な対応が求められ

る中，新たな地域づくりに地域の底力を結集して，地域づくり

の新たな目標や戦略を立て，万博のテーマである自然の叡智を

継承する環境先進県づくりを推し進め，日本をはじめ世界を

リードしていくことが責務であるといえる。

（農土誌７３―６，pp．３～６，２００５）
愛・地球博，環境影響評価，循環型社会，３R，あいち木

づかいプラン，間伐材，あいくる

２． 国営事業における環境との調和への配慮に向けた取組み

米山 元紹・山本 樹男・小島 康宏

東海地域は，木曽三川を始め，矢作川等の流域に豊かな田園

が広がる全国でも有数の農業地域で，古くから多様な水利開発

が積極的に展開され，ほぼ現況の水利システム・組織は，完成

した段階にあると言える。このため，時代のニーズに合った水

利機能を目指して，既存ストックの維持更新が重要な政策課題

となっている。一方，平成１３年６月土地改良法が改正され，「環

境との調和への配慮」が事業実施要件となった。このような背

景もあり，管内の国営事業においては環境との調和に配慮した

事業実施に努めており，これらの事例を分析するとともに，そ

の取組内容を紹介する。また，東海農政局は，環境情報協議会

を拡充し積極的に対応することとしている。

（農土誌７３―６，pp．７～１０，２００５）
環境管理，生態系，水利施設，環境影響評価，住民参加



（技術レポート：北海道支部）

GPS/IMU搭載航空レーザ計測データの特徴およびその活用例

小林 伸行・山代 行記・西河 琢

土壌水分量を計測することは，作物生育環境情報を整備する

ことに留まらず，近年では表層土壌を通過し，地下水に至る汚

染物質量推定にも土壌水分動態を把握する必要がある。従来の

計測手法で共通するのは，フィールド内の代表点データの収集

に過ぎず，フィールドを「面」として捉えたデータの取得には

なり得ていないこと。また面的に情報取得が可能なリモートセ

ンシング的手法ではデータ取得に際し，解像度・雲量・リクエ

スト日などの注意が必要となる。本報は従来手法の問題点を解

決すべく，レーザ測器で取得されたデータを利用してリモート

センシング的解析を行い，土壌水分情報を取得する技術開発の

報告である。 （農土誌７３―６，pp．２７～２８，２００５）
レーザ測器，土壌水分，近赤外写真，近赤外波長，航空

写真測量

６． 周辺環境に配慮した開水路の改築について

小西 邦寿・遠本 和也

水路施設の設計，施工に当たっては，機能性，経済性を重視

することは言うまでもなく，環境への配慮も重要な事項であ

る。

昭和３０年代に建設された「愛知用水」を抜本的に改築する

愛知用水二期事業（昭和５７年～平成１８年）においても，時代

の変化と共に“環境”に対する意識が高まり，「環境に配慮し

た事業の実施」という姿勢に立って展開してきた。その代表的

な事例として，平成９年から１５年にかけて取組んだ「志段味

開水路の改築」を以下に紹介する。

（農土誌７３―６，pp．１９～２２，２００５）
愛知用水，アースライニング水路，湿地帯，自然環境モ

ニタリング

７． 農山村景観の再生をめざした地域貢献

松本 康夫

「景観１０年，風景１００年，風土１０００年」と言われ，それぞ

れの年月を耐え抜いてきた意味あるものだけが選抜されて地域

の風土（水土）が形成される。

本報では，農山村の原風景を吟味し，大学で農村計画に携わ

る１学徒としての立場から，景観１０年に耐えられる新たな意

味を模索しつつ農山村景観の再生をめざした基本視座および地

域貢献のかたちを紹介した。すなわち，地域に貢献するには，

地元学の手法から学び，地域資源等の調査，住民参加型ワーク

ショップ等を通して，計画づくりの場に出かけ，地元住民によ

る集落コミュニティーの再生活動に助言者として一役を果たす

役割があることを提起した。

（農土誌７３―６，pp．２３～２６，２００５）
農村景観，地元学，協働，地域資源，ワークショップ

５． 都市化地域における土地改良施設の地域貢献

中森 一郎

土地改良施設の地域貢献の事例として，都市化地域において

実施されている国営新濃尾土地改良事業・大江排水路の分流・

拡幅工事を紹介する。排水路の上流域では，都市化の進展によ

り洪水流出量が増加しているが，河川沿いに家屋が連担し，河

川の拡幅が事実上不可能となっており，河川単独で安全に洪水

を流下させることに限界が現れている。このため，大江排水路

は農業排水路という本来の役割に加えて，一旦都市排水を受け

入れ，円滑に分流・放流するという役割が求められた。工事は

計画どおり進捗し，記録的な豪雨の発生に対して効果を発揮す

ることができた。結果，関係市町や地域住民から防災上の新た

な治水対策として高く評価されている。

（農土誌７３―６，pp．１５～１８，２００５）
農業排水路，分流，都市排水，豪雨，防災

（技術レポート：東北支部）

ナマズのがっこうの取組みについて

三塚 牧夫

「ナマズのがっこう」は，平成１５年７月に結成し，農業と自

然環境とが共生できる農村自然環境の復元と環境創造型農業を

展開するため，小規模水田魚道の遡上実験，ふゆみずたんぼ，

田んぼの学校を通して田んぼの生きもの調査や農業体験に取組

んでいる。この取組みが平成１６年度の田園自然再生活動コン

クールでパートナーシツプ賞を受賞したので活動内容について

紹介する。

（農土誌７３―６，pp．２９～３０，２００５）
田園自然再生，水田小規模魚道，ふゆみずたんぼ

（技術レポート：関東支部）

地すべり指定地内における既存導水トンネルのバイパス計画

中野 俊之

地すべり防止区域頂部を通過している水路トンネルについて

崩落の恐れがあり，県営ため池等整備事業生枝地区において，

バイパストンネル計画を立てた。当初，大規模地すべりブロッ

クが発見され，すべり面の基底から４５度線を引き，地すべり

の影響を避ける形で計画を立てていた。しかし，追加調査の結

果，トンネルの崩壊の原因は大規模地すべりの後背亀裂と推定

し，ルート修正を行うことにより，新設トンネル延長を短縮す

ることができた。

（農土誌７３―６，pp．３１～３２，２００５）
水路トンネル，地すべり指定地内，大規模地すべり
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（講 座）

バイオマス利活用（その１）

―バイオマス利活用のための地域診断―

柚山 義人

バイオマスの利活用は，農業を軸とした資源循環や環境保全

に貢献し，農業と工業分野の協働を含む産学官・市民の連携に

よる持続可能な地域社会の構築に大きな役割を果たす魅力的な

活動である。講座「バイオマス利活用」は，健全なバイオマス

の利活用へ向けての総力を結集した活動を研究面から支援すべ

く，わかりやすく整理した基礎知識や情報を提供することを目

的とする。本講は，講座の（その１）として，講座を開始する

背景と８回シリーズの講座全体の構成およびバイオマス利活用

のイメージを明示するとともに，バイオマス利活用構想策定当

たっての地域診断の意義，地域診断のためのモデル，バイオマ

スの利活用を推進する上での留意点を概説した。

（農土誌７３―６，pp．３７～４２，２００５）
バイオマス・ニッポン総合戦略，物質循環，モデル，評

価指標，安全性

（技術レポート：中国四国支部）

東伯地区における地域住民へのPR活動について

山口 和彦

東伯地区で実施している地元小学校や一般市民等含めた参加

型広報活動について紹介する。

①一般市民等と船上山ダム周辺を歩く船上山ダムウォーキン

グ

②地元小学校を対象としたセカンドスクール（課外授業）へ

の出前授業

③東伯地区の水に関わる施設等を巡るウォーターキャラバン

（農土誌７３―６，pp．３３～３４，２００５）
PR活動，ウォーキングイベント，出前授業，ウォーター

キャラバン

（技術レポート：九州支部）

環境に配慮した幹線排水路の構造決定について

柳田 豊

福岡県の赤村においては，「ホタル保護条例」を制定するな

ど，環境保護に取組んでいる。現在，福岡県が事業主体となっ

て，生態系をはじめとする環境保全に配慮したほ場整備事業大

内田地区を実施している。今回，ホタル等の保全に配慮した幹

線排水路の構造決定までの経緯を紹介したい。

（農土誌７３―６，pp．３５～３６，２００５）
環境保全


